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2008.9～2009.8 議 会 活 動 報 告 
柏崎市議会議員 池 田 千賀子 

 

はじめに 

 第45回衆院選が終わりました。真夏の決戦の結果は、選挙前から報道各社が伝えて

いたとおり、「民主圧勝」で「政権交代」が実現しました。私もこの柏崎市で、「自公

政権を変えたい」という市民の意思を強く感じたところです。そして社民党は改選前

と変わらず、7議席にとどまり、民主党への大きな追い風が吹く今回の選挙では他の党

では存在も党の政策もしっかりと認識してもらうことができなかったようです。 

さて昨年の柏崎市にとっての重要な事柄は、何といっても柏崎市長選挙だったと言

えるでしょう。2004年の選挙は、四期目をかけた前市長と新人二人の三つ巴選挙で、

現職を破り現会田市長が誕生した選挙でした。それから四年、中越沖地震からの復興・

財政再建・前市長時代からの懸案事案への取り組みなど、会田市政が評価をうける選

挙となりました。 

 

 

１ 2008年柏崎市長選挙 

 

この選挙では柏崎市議会が二つに割れるとと

もに、市民も二つに割れる熾烈な選挙戦となりま

した。 

選挙出口調査では桜井候補有利とされるなど、

最後までわからない状況でしたが、表１のとおり

1,021票という僅差ではありましたが、現職が再

選を果たしました。 

 

選挙戦において相手候補を支持した議員は

「市議会報告」と称して、現職市長が地震後

の対応など十分な仕事をしていないかのよう

な内容を流布。このチラシ問題は、災害復旧・

復興に配慮いただいた国への批判とも受け取

られ、柏崎市に対する国の不信感をつのらせ

ることになるのではないかと懸念されました。 

 

 

 

２ 「30年後の柏崎を考えるシンポジウム」  

             ～原発があるまち・柏崎の将来を考えよう～ 

 昨年の議員活動報告で市の財政分析の結果をお伝えしました。潤沢な原発財源が見

込まれた時代に、多額の建設事業を実施してきたこと、結果として維持管理費や物件

費の比率が高くなっており、それが現在の財政に大きな影響を与えています。原発財

源で大きな割合を占める固定資産税は毎年減少しています。原子力発電所には寿命が

表１  2008 柏崎市長選挙 

会 田   洋  27,394票（当選） 

桜 井 雅 浩  26,373票 

投票率  71.42％ 

 
2008柏崎市長選挙では現職を支持 
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あるわけですから、現在のような原発財源に依拠することができなくなった時代にな

っても、いかに市の運営をしていくかを考えていく必要性が高まっています。 

 

■（社）新潟県自治研究センターが提言とシンポジウムを開催 

 柏崎市は原発によって多くの財源を得てきましたが、原発財源の中で大きい割合を

占める固定資産税は減少を続けています。原発財源に過度に頼らない、持続可能なま

ちづくりができなければならなりません。このような問題意識を基に、これまでの市

財政の問題点やこれからのあるべきまちづくりの姿について、専門的な検証が必要だ

と考えていました。 

同僚議員が自治労新潟県本部・新潟県自治研究センター、そして（財）地方自治総

合研究所に投げかけを行い、新潟県自治研究センターに研究と提言の依頼をすること

とになりました。2008年12月には、自治研究センターが柏崎市長に提言書を提出しま

した。 

 

年が明けて、今年は原発の稼動再開の議論が加速し、5月8日に新潟県知事・柏崎市

長・刈羽村長が 7号機運転再開を了承し、同日原子炉が起動しました。しかし柏崎市

の将来的なまちづくりを考えることの必要性はなんら変わってはいません。そこで 5

月16日には提言書の内容をより多くの柏崎市民に知ってもらうためのシンポジウムが

開催されることとなりました。 

基調講演をされた（財）地方自治総合研

究所の辻山幸宣所長は、「発電所のような

特別な資源を持つ自治体・地域の住民は、

今が良いからそれでよいのだということ

ではなく、30年後の市民に選択させる道を

残す必要があり、そのためには今から情報

を共有して検討を始めてほしい」と呼びか

けました。 

シンポジウムでは、平井邦彦氏（長岡造形

大学教授・復興支援センター長）、石塚修

氏（株式会社創風システム代表取締役会長）、阿部雅明氏（新潟産業大学准教授）、澤

井勝氏（奈良女子大学名誉教授・（財）地方自治総合研究所非常勤研究員）の4人のパ

ネリストが、それぞれの立場で、柏崎市の目指すべきまちづくりについて意見を述べ

ました。 

柏崎市民は遠い将来について不安な気持ちを抱えながらも、原子力発電所を軸にし

たまちづくり話については本音の意見交換ができにくくなっています。新潟県自治研

究センターという第三者が、このような話題と考える場の提供を行ってくれたことに

ついて心から感謝したいと思います。 

 

 

 
「30年後の柏崎を考えるシンポジウム」（2009.5.16） 
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３ 定例議会での一般質問・代表質問 

定例議会の一般質問と代表質問で、以下のようなテーマで市長の考えを質しました。 

 

（１）2008年9月定例議会一般質問 

■中越沖地震で学んだ地域防災の課題を今後どのように活かしていくのか 

 度重なる災害を受けて自主防災組織の組織率が向上している。しかし町内会への「災

害時行動調査」によれば、自主防災組織を組織化した町内会であっても「非常時に即

応できる組織体制が必要」などの意見があった。また中越沖地震では、町内会単位の

自主防災組織とコミュニティセンター単位の組織が、結果的に役割を分担した形とな

った。町内会単位とコミュニティセンター単位の自主防災組織の役割を明確に示して

いくべきではないか。 

 

■日本石油加工跡地で実施が予定されている土地区画整理事業の概要について 

「まちなか活性化方策検討調査」によって方針が出されている日本石油加工跡地は、

土地区画整理事業で整備することになっている。新市民会館を当該地に建設すること、

駅前公園も一体的に再整備する等の説明をうけてきた。「国県の補助金導入等、いかに

市の持ち出し分を少なくできるか」「コンパクトシティ構想実現のために市民にわかり

やすい形で事業が進んでいくこと」がポイントだ。また旧市民会館は解体の必要があ

るが、充当財源はどうか。 

 

（２）2008年１２月定例議会一般質問 

■柏崎市の農業に関する課題について 

柏崎の課題は「他地域と比べ著しく低い農業生産性」だとして、国営土地改良事業、

集落営農組織設立を促してきた。これらの施策の推進をどう評価しているか。また圃

場整備のハードルが高いため小規模圃場の耕作環境や条件改善施策への要望が多い。

現在の予算額で小規模圃場の整備は進むのか。市長のマニュフェストに示されている

「農業産品における柏崎ブランドの形成～伝統野菜の流通化」のためには、常設販売

所の開設を併せて進めることが効果的だと思われるが、その進捗状況はどうか。また、

県の「Ｒ１０プロジェクト」は、現在使用している小麦粉の１０％以上を米粉に換え

ることで食料自給率の向上を目指そうというものだ。国の支援措置と呼応して、市と

して取り組む考えはあるか。 

 

■ものづくりの現状と課題について 

今年秋からの製造業を中心とした経済不況は、当市においても同様の状況だ。柏崎

市はものづくり産業を市の基幹産業と位置づけている。市の支援施策として「制度融

資」「ものづくりマイスターカレッジ」や「柏崎工業メッセ」「工業高校生インターン

シップ支援事業」などを行ってきた。また県の「起業化センター」を譲り受け、「もの

づくり活性化センター」として開設した。これらの施策の評価と、今後の技術継承や

若者の地元定着などの課題についての考えはどうか。 
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（３）2009年 ３月定例議会代表質問 

■2009 年度予算規模と財政計画との比較 

2009年度予算編成では、経常費15％削減・新規事業を認めないなどの厳しい編成方

針であったはずだが、当初予算額は9.8％増で500億円の大台に乗った。このように予

算規模が大きくなったのはどのような要因なのか、分かりやすい説明が必要だ。また

この予算規模や現下の経済不況による税収減は、昨年秋に策定した財政計画の見直し

に対し乖離は生じないのか。 

 

■指定管理者制度と職員数について 

市長は施政方針の中で、「第三次行政改革大綱においては、国の方針とも合致する『小

さくても効率的な市役所の実現を目指す』として『民間でできることは民間で』、『よ

り小さな市役所の実現』を目標としている。しかしながら、政府は先の施政方針にお

いて、これらの発想だけでは目指すべき社会の姿は見えてこないとして疑問を投げか

けています」と述べている。柏崎市はこれまで、民間委託や指定管理者など、他に先

んじて実施してきた。その中で「指定管理者制度導入・運用ガイドライン」を策定し、

「指定管理者制度導入に当たっての判断基準」や｢指定管理者の募集｣などの項に、実

態を勘案した考え方が盛り込まれていることを高く評価する。第四次行政改革大綱を

策定するにあたり、どのような考え方・姿勢で臨むのか。 

 職員数については、退職者数に対する採用数が少なく年齢構成がアンバランスにな

っている。また地方交付税算定の考え方である「標準的行政サービス水準」が維持で

きるかという懸念がある。他の自治体では雇用情勢の悪化を受けて、職員の前倒し採

用をかけているところもある。当市においてはこのような考えはないのか。 

 

（４）2009年 6月定例議会一般質問 

■被災者支援の今後について 

市内に設置された仮設住宅の設置期限が終了しようとしている。仮設住宅入居者数

は、現在でも７００人強。入居者全員の退所期限までの生活再建が可能なのか。 

また復興公営住宅入居者の高齢化率は実に62％だと言う。相当しっかりとした見守

りが必要である。①復興公営住宅における支援の基本的なスタンス、②支援のための

体制と連携、③地元との関係についての考え方はどうか。 

 

■木質バイオマス資源の利活用の課題について 

柏崎市は2006（平成18）年に「バイオマスタウン構想」を策定した。この中の木質

バイオマスについては、間伐などで伐採した木材を搬出し、破砕しペレット化して販

売するというものだ。原料は地産地消が望ましいわけだが、市内に存在する森林・木

材の量と成長量、間伐されて搬出される木材の量が、事業として成り立たせるために

十分な量が存在するかが重要だ。また木質ペレットを安定的に製造供給していく企業
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の存在と、それを購入し続ける企業が一方にないと成り立たない。そのために、市は

どのような役割を担っていくのか。 

 

４ 地域の労働組合との意見交換 

 地域の労働組合の声を議会に活かすため、意見交換の機会を持ちたいと考え、2009

年 5月地区労傘下単組との意見交換の機会を持つことができました。参加者は私の所

属する会派みらいの議員三名と、柏崎市職労・柏崎市ガス水道労組・県職労刈羽支部・

越後交通労組の４組合執行部です。 

公共職場では、正規職員の減少による非正規職員の増加とその待遇が共通の課題で

した。 

 

 

５ ガス事業民営化延期について 

 柏崎市は、行革大綱に沿って「ガス事業民営化」を進めるとしてきました。ガス事

業は一般会計からの繰り入れをしていない黒字会計であることから、私は「民営化は

むしろ水道事業等に影響を与える」と主張してきました。そのガス事業は、2007年の

中越沖地震の発生によって膨大な災害復旧工事を余儀なくされ、その財源は56億円の

災害復旧事業債によって賄われました。市は、地震によって中断していた民営化に向

けた取り組みを、昨年12月に再開するとし、2011年4月にはガス事業を譲渡したいと

していました。 

しかし譲渡時には起債を一括償還しなくてはなりません。その財源として、国に交

付税措置を要望してきましたが、それが困難となったことから、2011年度譲渡を見送

るという方針が議会に説明されました。 

 

 

おわりに 

 柏崎市は中越沖地震に伴う災害復旧のために、多額の災害復旧事業債を発行しまし

た。この地方債の元利償還は2011年度から始まりますが、これによって実質公債費率

は上昇することになると考えられます。またガス事業民営化を延期せざるを得ないこ

とから、当面、一般会計からガス事業の災害復旧事業債に係る元利償還金への繰り出

しが続きます。このことも実質公債費率を上昇させる要因となるでしょう。 

 一方、8月30日の衆院選では新政権が誕生することとなりました。民主党マニュフ

ェストには「地域主権を確立して地方財源を大幅に増やす」とされていますが、政策

の詳細はまだ明らかではありません。基礎自治体で最も住民に身近な仕事をする、地

方公務員にとって新政権の政策がどのようなものであるか、注視していく必要がある

でしょう。 


